様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　　2024年　3月　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かわさきじゅうこうぎょうかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称　 川崎重工業株式会社　　
（ふりがな）はしもと　やすひこ　　
（法人の場合）代表者の氏名　 橋本　康彦  印   
住所　〒650-8670
兵庫県神戸市中央区東川崎町３丁目１番１号
法人番号　　1140001005719　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	Kawasaki Report 2023　他


	公表日
	　2023年　10月　31日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表 
https://www.khi.co.jp/sustainability/library/report/2023/pdf/23_houkokusyo.pdf
Kawasaki Report 2023 P.13、29 他


	記載内容抜粋
	■経営ビジョンの策定・公表
「Kawasaki Report 2021」で初めてグループビジョン2030を公表後、統合報告書である「Kawasaki Report」で毎年同ビジョンを提示している。

グループビジョン2030「つぎの社会へ、信頼のこたえを」
当社グループは、刻々と変わる社会に、革新的なソリューションをタイムリーに提供し、希望ある未来をつくっていきます。
そして、さまざまな枠を超えてスピーディに行動・挑戦することで、自らの可能性を広げ成長し続けていきます。
■デジタル化技術が社会や自社の競争環境に及ぼす影響についての認識
前述で認識している社会課題の解決や、さまざまなお客様、多くの人々への新しい価値提供にあたりデジタル技術の必要性、DX推進による弊社ビジネスモデルの変革の必要性ついて、経営者の認識を提示している。
「デジタル技術でビジネス変革を加速させ、新たなコト売りビジネスを創出
課題解決型ソリューションの創出を加速させるためには、デジタル技術の活用が不可欠です。（中略）当社グループにとって主力であったモノ売りビジネスに加えて、製品に付随する運用データを新たな価値に変えるサービスビジネス（コト売り）を創出するためデジタルトランスフォーメーション（DX）に注力」

記載箇所: Kawasaki Report 2023 P.29
https://www.khi.co.jp/sustainability/library/report/2023/pdf/23_houkokusyo.pdf

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で決議された職務権限規程に基づき権限委譲された経営会議にて、社外公開を承認



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	Kawasakiが目指すDX（Kawasaki DX）

	公表日
	　2021年　12月　20日
　※2023年　4月に社内組織変更分を更新

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表 
https://www.khi.co.jp/corporate/dx/pdf/KHI_DXstrategy.pdf 
Kawasakiが目指すDX（Kawasaki DX） P.3-8 

	記載内容抜粋
	グループビジョン2030実現に向けて、3つのDXを推進（P.3） 
①お客様にとってのDX（P.4-5） 
各注力フィールドにおいて、デジタル技術＆データを活用した新しいデジタルサービスを展開し、新たな顧客価値を提供 
②事業にとってのDX（P.6-7） 
バリューチェーンのデジタル化により顧客価値を最大化するとともに、収集したデジタルデータをコト売りへつなげる 
③従業員にとってのDX（P.8） 
リモートワークインフラの整備により、時間・場所に制約されない働き方を実現し、高い生産性や創造性を発揮 


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で決議された職務権限規程に基づき権限委譲された経営会議にて、社外公開を承認 



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表 
https://www.khi.co.jp/corporate/dx/pdf/KHI_DXstrategy.pdf 
Kawasakiが目指すDX（Kawasaki DX） P.9-10

	記載内容抜粋
	■DX推進に向けた組織・体制（P.9） ・事業横断でDXを推進していくべく、DX推進部を2020年7月に設置 ・企画本部、技術開発本部、各カンパニーと連携してDXを推進

■DX人財育成・確保（P.10） ・全社として、「チャレンジ＆コミットメント」をコンセプトに人事制度改革を推進 ・DX人財育成・確保に向けた施策も推進 ■他社との共創（P.10） 新たな価値創出に向けた、他社との共創の推進 例）ソニーグループとリモートロボットプラットフォーム事業を行う新会社設立（2021年5月発表） など



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表 
https://www.khi.co.jp/corporate/dx/pdf/KHI_DXstrategy.pdf 
Kawasakiが目指すDX（Kawasaki DX） P.11-12

	記載内容抜粋
	次世代のビジネスを生み出し、成長させるための変革基盤として、Kawasakiデジタル基盤（6つのIT基盤）を構築 ①経営情報基盤：経営の見える化による、意思決定のスピードアップ ②基幹業務基盤：受注から納入に至る業務の整流化、情報一元化 ③業務フロント基盤：営業、設計、サービスなどの直接部門を効率化 ④デジタル変革基盤：新事業創出、コトづくりへのビジネス変革を支援 ⑤働き方・甲斐基盤：時間や場所に制約されないワークスタイルを確立 ⑥次世代インフラ・サイバーセキュリティ：クラウドの活用推進と強靭なセキュリティ態勢構築



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	Kawasaki Report 2023
Kawasaki Sustainability Report 2023

	公表日
	Kawasaki Report：
2023年　10月　31日　公表
Kawasaki Sustainability Report 2023：
2023年　11月　21日　公表

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表 
https://www.khi.co.jp/sustainability/library/report/2023/pdf/23_houkokusyo.pdf
Kawasaki Report 2023 P.33-34
https://www.khi.co.jp/sustainability/library/sustainability_report/2023/sustainability_report_2023.pdf
Kawasaki Sustainability Report 2023 P.16,24

	記載内容抜粋
	「グループビジョン2030」にて提示した、注力フィールドである①安全安心リモート社会、②近未来モビリティ、③エネルギー・環境ソリューションについて、それぞれの具体的な成果目標を設定し、その目標を達成するための指標（KPI）を下記の通り定義している。
3つの注力フィールドにおける製品・事業化数、オープンイノベーションプロジェクト参画数、リモートプラットフォームのアクティブユーザー数、手術支援ロボットによる手術件数、無人VTOL機、配送ロボットのユーザー数、総輸送量など。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2021年　12月　20日

	発信方法
	当社ホームページ上で公表 https://www.khi.co.jp/corporate/dx

	発信内容
	デジタル技術を活用しDX戦略を推進、顧客価値最大化を目指す当社のDXの取組みについて社長メッセージを発信 『川崎重工グループは、グループビジョン2030を策定し、社会課題の解決に果敢にチャレンジすることを宣言しました。このビジョンでは、気球温暖化や労働人口減少などの社会課題に対して、革新的なソリューションをタイムリーに提供し、より豊かな社会の実現を目指しています。またその実現に向けて、マーケットインの視点で社会的価値を様々な枠を超えてスピーディーに提供していこうという思いを込めています。 そのためには、事業のスタイルとそれを支えるプロセスを大きく変革していく必要があります。その活動のひとつが「Kawasaki DX（Digital Transformation）」です。デジタルの力を活用し、マーケットインとスピードを重視したビジネスモデルの変革、プロセス革新を実現すべく、Kawasaki DXに本格的に取り組みます。 Kawasaki DXでは、【①お客様にとってのDX】、【②事業にとってのDX】、【③従業員にとってのDX】の3つの領域で取組みを進め、新たな顧客価値の創出、モノ売りからコト売りへのビジネスモデル変革、事業基盤のアジリティ強化、従業員の働き方改革などを実現します。また、デジタル活用を安全・安心に推進できるよう、サイバーセキュリティ体制強化、プライバシー保護にも取り組みます。 当社が培ってきた技術と発想力にデジタルの力で広い視野とつながりを掛け合わせ、多様な価値観とスピード感のある企業文化に変革させることで、「カワる、サキへ。」を推進していきます。』



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2023年　10月頃　～　2023年　12月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、自己診断結果を調査シートへ記載して提出。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2001年　1月頃　～　継続実施中

	実施内容
	■サイバーセキュリティへの対策
＜情報セキュリティ管理体制＞
本社DX戦略本部を中心として全カンパニーの力を結集し、当社グループのサイバーセキュリティ強化を進めている。本社DX戦略本部内に各カンパニーの情報システムを主管する組織を設置し、全社の方針に基づき安全対策の実施を行っている。 全社的リスク管理体制のもとにグループの情報セキュリティ管理を行う専門組織を置き、時々刻々と変化する情報セキュリティリスクに対し、「ルール」、「教育・訓練」、「技術対策」の3つの視点からマネジメントサイクルをまわし、情報セキュリティの対策を体系的に整備し運営と改善に取り組んでいる。
＜情報セキュリティ教育・訓練＞
グループの従業員に対して、定期的に情報セキュリティの教育と訓練を実施している。
教育内容は、法律やマナー、会社のルール、事故事例などについて、新入社員、一般従業員、幹部職員のそれぞれの立場にあった教育コースを実施。訓練は、従業員が日常業務でサイバー攻撃やネット犯罪などの被害に遭わないよう、標的型疑似攻撃メールによる訓練演習を定期的に実施。
2022年度実績：情報セキュリティ研修を9,803名が受講。標的型疑似攻撃メールによる訓練を2,308名に対して実施。
＜製品セキュリティ＞
当社グループの製品はネットワークやクラウドに接続し、より高度な機能やサービスを提供できるよう進化を続けているが、一方でデジタル化の進展によりサイバー攻撃を受けるリスクも増えており、お客様やお客様の事業を守るために製品セキュリティの維持と向上に取り組んでいる。
国内外の法令、規格およびお客様との契約の遵守に加え、サイバー攻撃による侵害を防ぐことで安全・安心な製品・サービスを提供するためのポリシーとして「川崎重工グループ製品セキュリティ方針」を定めているほか、製品・サービスの企画、設計、製造から運用に至る製品ライフサイクル全般における活動において、適切なセキュリティを確保するためのガイドラインの整備に取り組んでいる。また、当社グループの製品セキュリティを統括する専門組織を設置し、製品セキュリティに関するプロセスが適切に機能するよう管理する。
＜個人情報保護＞
個人情報の保護に関する基本方針である「個人情報の取扱いに関する方針」を定め公表している。また、個人情報保護管理責任者を置くとともに、社則として「個人情報保護規則」などを制定し、従業員向けにはルールを分かりやすく説明した「個人情報保護マニュアル」を発行し、これらに基づいて個人情報の管理を実施ている。2020年には「川崎重工グループ個人情報保護方針」を制定し、川崎重工グループ全体での適切な個人情報の取り扱いを定めた。
2022年4月に個人情報保護法の改正が施行されたことに伴い、関連社則、「個人情報の取扱いに関する方針」、および「個人情報保護マニュアル」の改正を行った。
個人情報の管理としては、各部門で保有する個人情報の取り扱い状況を一覧できる個人データ取扱台帳を作成し、定期的にアップデートを行うほか、部門単位で保有する各個人情報の安全管理措置体制を構築している。
なお、当社の保有する個人情報に関し、本人から開示や利用停止などの請求があれば、遅滞なく対応する体制を整備している。
＜一般データ保護規則（GDPR）への対応＞
欧州連合（EU）および英国が定めた「一般データ保護規則」（GDPR）を遵守することを内容とする社則を制定し、対象となる個人情報の適正な取り扱いを定めている。
記載箇所：川崎重工業HP 情報セキュリティ
https://www.khi.co.jp/sustainability/governance/security.html
■定期的セキュリティ監査の実施
年1回、セキュリティ外部監査を実施。

＜直近の監査実績＞
【実施期間】
2023年3月15日～2023年3月17日（計画期間除く）

【監査目的】
組織が運用しているISMSが、継続的に規格要求事項に適合し、該当する法的要求事項を満足するためのマネジメントシステムの能力を維持していること、及び自身が特定した目的達成に関するマネジメントシステムの有効性を維持していることを検証し、認証の継続を確認するためのサーベイランス（継続）審査

【監査対象】
ベニックソリューション（明石事業所の基盤サービス設計部、運用サービス部）における川崎重工業グループ及び一般顧客向け情報基盤運用サービス

【調査項目】
・ISO/IEC 27001:2013（JIS Q 27001:2014）の要件に関連する文書化されたマネジメントシステム
・審査対象の拠点、システム領域、組織に関して提供される定義済みの審査計画

【監査実施者】
BSI グループジャパン株式会社

【採用した監査手続きの概略】
ISMS継続審査に基づいた審査手続き（トップインタビュー、ISMS管理責任者等ヒアリング、現場視察及び各種記録確認）

記載箇所：
（社内資料）
2023年ベニックソリューション様サーベイランス審査報告書_V1.1.pdf

■情報処理安全確保支援士（登録セキスペ、登録情報セキュリティスペシャリスト）
23名



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。



様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。
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■経営ビジョンの策定・公表


 


「


Kawasaki Report 2021


」で初めて


グループビジョン


2030


を


公表後、統合報告書である「


Kawasaki Report


」で


毎年


同


ビジョンを提示している。


 


 


グループビジョン


2030


「つぎの社会へ、信頼のこたえを


」


 


当社グループは、刻々と変わる社会に、革新的なソリュ


ーションをタイムリーに提供し、希望ある未来をつくっ


ていきます。


 


そして、さまざまな枠を超えてスピーディに行動・挑戦


することで、自らの可能性を広げ成長し続けていきます


。


 


■デジタル化技術が社会や自社の競争環境に及ぼす影響


についての認識


 


前述で認識している社会課題の解決や、さまざまなお客


様、多くの人々への新しい価値提供にあたりデジタル技


術の必要性、


DX


推進による弊社ビジネスモデルの変革の


必要性ついて、経営者の認識を提示している。


 




様式 第１７ （第 ４２ 条関係）（第一面 から第三 面まで）    

認定 更新 申請書     申請年月日    2024 年   3 月   12 日          経済産業大臣   殿   （ふりがな） かわさきじゅうこうぎょうかぶしきがいしゃ   一般事業主の氏名又は名称     川崎重工業株式会社      （ふりがな） はしもと   やすひこ      （法人の場合）代表者の氏名     橋本   康彦    印       住 所   〒 650 - 8670   兵庫県神戸市中央区東川崎町３丁目１番１号   法人番号     1140001005719                                                情報処理の促進に関する法律第 ３２ 条 第１項 の認定 の更新 を受けたいので、下記の とおり申請します。  

記   情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況       ( 1 )  企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定  

公表媒体（文書等）の 名称  Kawasaki Report 2023   他    

公表日    2023 年   10 月   31 日    

公表方法・公表場所・ 記載箇所・ページ  当社ホームページ上で公表     https://www.khi.co.jp/sustainability/library/report/2023/pdf/23 _houkokusyo.pdf   Kawasaki Report 2023 P.13 、 29   他    

記載内容抜粋  ■経営ビジョンの策定・公表   「 Kawasaki Report 2021 」で初めて グループビジョン 2030 を 公表後、統合報告書である「 Kawasaki Report 」で 毎年 同 ビジョンを提示している。     グループビジョン 2030 「つぎの社会へ、信頼のこたえを 」   当社グループは、刻々と変わる社会に、革新的なソリュ ーションをタイムリーに提供し、希望ある未来をつくっ ていきます。   そして、さまざまな枠を超えてスピーディに行動・挑戦 することで、自らの可能性を広げ成長し続けていきます 。   ■デジタル化技術が社会や自社の競争環境に及ぼす影響 についての認識   前述で認識している社会課題の解決や、さまざまなお客 様、多くの人々への新しい価値提供にあたりデジタル技 術の必要性、 DX 推進による弊社ビジネスモデルの変革の 必要性ついて、経営者の認識を提示している。  

